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2023年度目標

課題・改善策

2023年度取組内容

前年度（202２年度）の取組実績

前年度までの実績

１ 目的

２ 位置付け

３ 取組内容・目標・実績

近江八幡市既存建築物耐震改修促進計画に定めた目標の達成に向け、住宅所有者の耐震改修に係る経済的負担の

軽減を図るとともに、住宅所有者に対する直接的な耐震化促進、耐震診断実施者に対する耐震化の促進、改修事業

者の技術力向上、一般市民への周知・普及等の充実を図ることが重要である。

このため、近江八幡市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」という。）で

は毎年度、住宅耐震化に係る取組を位置付け、その進捗状況を把握・評価するとともに、プログラムの改善・充実

を図り、住宅の耐震化を強力に推進することを目的とする。

近江八幡市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム2023

アクションプログラムは近江八幡市既存建築物耐震改修促進計画に基づき策定する。

【財政的支援】

【普及啓発等】

ⅰ）住宅の耐震診断費に対する補助を実施する。

ⅱ）住宅の耐震補強案作成費に対する補助を実施する。

ⅲ）住宅の耐震改修費に対する一部補助を実施する。

ⅰ）住宅所有者に対する直接的な耐震化促進

・固定資産税の納税通知書に耐震化の必要性等の啓発用チラシ

を同封し、送付する。

・昭和56年以前にできた団地を中心に戸別訪問等を実施し、

訪問実施済団地に対しては啓発チラシの配布等でフォロー

アップを行う。

ⅱ）耐震診断実施者に対する耐震化の促進

・耐震診断結果報告時に耐震改修補助事業に関する案内や改修

事業者リストを配布することにより耐震改修の実施を促す。

・過去の耐震診断実施者に対して補強案作成の案内や補助制度

のチラシ等を送付し、耐震化を促進する。

ⅲ）改修事業者の技術力向上等

・滋賀県と共催して改修事業者に対する耐震改修工法に係る講

習会を年1回以上実施する。

・講習会を受けた県内の登録事業者のリストを公表する。

ⅳ）市民への周知普及

・広報誌等により耐震化の必要性を周知する。

・耐震啓発についてのブース展示を随所で実施し、効果的な周

知を図る。

・市ホームページにて補助制度の概要を掲載する。

・耐震診断費補助件数 ３0件

・耐震補強案作成費補助件数 ３0件

・耐震改修費補助件数 3件

【202２年度】

【202１年度】

・耐震診断費補助件数 １６件

・耐震補強案作成費補助件数 １４件

・耐震改修費補助件数 ７件

・工法講習会 1回

・戸別訪問件数 56件

（岩倉自治会内の昭和56年以前建築

の住宅に対し実施）

・全戸配布DMや既診断者DM、団地戸別訪問DMはターゲット

の状況に則した内容に絞ってチラシ作りを行うことで、求めて

いる情報を提供して、耐震化への意欲を起こし、各種補助事業

への問い合わせにつながる要因となった。

・耐震診断員派遣事業における診断方法が建物形状に則して偏心

を考慮する精算法になったことで、補強箇所が減少傾向となり

その結果が概算工事費にも反映されたため、耐震改修補助に関

する問い合わせが例年に比べ増加し、耐震改修に踏み切るきっ

かけになったと考えられる。

・耐震改修補助事業において、改修費用に対

する課題が多く、精算法による診断の推奨

や低廉な工法の周知等により耐震化を促す。

・202３年度も引き続き団地戸別訪問を行い、

コロナの情勢を見極めながら出前講座も

再開していくなど地域に根差した耐震化

啓発のPRを行う。

・耐震診断費補助件数 ３１件

・耐震補強案作成費補助件数 ３１件

・耐震改修費補助件数 ２件

・工法講習会 1回

・戸別訪問件数 145件

（五月自治会内の昭和56年以前建築

の住宅に対し実施）


